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福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康・環境・生活破壊

に対して、国と東京電力がとるべき措置に関する意見書 

2011 年 8 月 17 日 

特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ震災プロジェクト 

第１ 意見の趣旨 

  日本政府および東京電力株式会社に対し、国および加害企業の責任として、尐なくと

も以下の責任を果たすよう求める。 

1   国際基準およびチェルノブイリ原発事故後の汚染区域の設定に基づき、自然放射線を

除く年間被ばく量が 1 ミリシーベルトを超えるすべての地域について、住民の健康を保

護し、住環境を取り戻すためのすべての必要な措置をとること 

2  チェルノブイリ原発事故後、旧ソ連、ロシア共和国、ウクライナ共和国などにおいて、

事故による年間被ばく量が 5 ミリシーベルトを超える汚染地域が移住地域と指定され、

年間被ばく量が1ミリシーベルトを超える地域の住民が国の援助と補償に基づく避難を

受ける権利を認められ、食糧、医療、生活手段の援助がなされたことを参考に、 

・自然放射線を除く年間被ばく量が 1 ミリシーベルトを超える地域の住民に発生した損

害に対し補償措置を行い、避難により生活基盤を奪われた人々に対し、包括的な生活再

建を保障すること 

・自然放射線を除く年間被ばく量が 1 ミリシーベルトを超える地域について、放射線汚

染の恒常的モニタリングと住民への開示、一刻も早い除染による以前の状態への回復、

放射線防護、食糧供給、内部被ばくを含む長期的な健康影響調査・医療保障などの措置

を講じ、人々を放射線被害から守ること 

・汚染の実態に即した避難地域の再検討を行うこと 

 

第 2  意見の理由 

1  問題の所在 

東京電力福島第一原発の事故に基づく放射線の汚染により、周辺に住む広範な人々の

健康と生活は著しい危機にさらされている。事故後、原発周辺 20キロ圏内は警戒区域とし

て立ち入り禁止となり、30 キロ圏内が「緊急時避難準備区域」と指定され、飯館村等の地

域が「計画的避難区域」と指定された。 

政府は、年間 20 ミリシーベルトを計画的避難の指示や特定避難勧奨地点の指定の際の

基準として用い、これを上回るおそれのある地域・地点については、避難指示等の措置を

講じるとする。しかし、20 キロ圏外の広範な地域において、放射線量が高い｢ホットスポッ

ト｣の存在が確認されているにも関わらず、「特定避難勧奨地点」の指定を受けた場所は、
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福島県伊達市の一部世帯、同県南相馬市の 72 世帯、同県川内村の 1 世帯のみである。さら

に、報道によれば、9 月上旪にも緊急時避難準備区域の解除をするとされている。1
 

福島第一原発事故により、広島型原爆の 20~30 個分に相当する放射性物質が漏出して

いると積算される状況下で、2 避難地域と認められなかった広範な地域に住む周辺住民、

特に放射能被害を受ける危険性がある妊産婦、乳幼児、子ども、そして若い世代の健康は

深刻な危険にさらされている。 

政府の避難指示のない地域に住む妊産婦、乳幼児・子どものいる家庭の中には自主的

に避難をする人々もいるものの、こうした区域外の避難者に対する公的な支援はないに等

しい。 

地元に経済基盤があり、転出する経済的余裕のない住民は、政府が避難に対する十分

な補償を行わない限り、いかなる健康被害にさらされても、汚染させた土地にとどまるし

かない。8 月 5 日に発表された、原子力賠償紛争審査会の中間答申は、区域外避難者も補償

の対象となりうるとの見解を示したが、明確な基準は示されていない。3 

政府は子どもたちが過ごす小中学校の利用判断の目安として、放射線量が非常に高い

毎時 3.8 マイクロシーベルトを 4 月に設定した4。この決定に対する批判を受け、政府は 5

月 27 日、今年度、学校内において受ける線量について、年間 1 ミリシーベルト以下を目指

すとともに、土壌の線量を下げる取り組みに対し、財政的な支援を行うと発表した。 

しかし、実際には、学校での屋外活動を制限する目安を毎時 3.8 マイクロシーベルトか

らその 20 分の 1 に変更するものではないとする。5 そして、学校を除くすべての居住環境

に対しては、対策がなされていないに等しい。こうして、日本政府は、年間 20 ミリシーベ

ルトという基準で避難、避難指示、補償を行うが、この基準を下回る地域については、住

民の健康と生活の保護・回復のための必要かつ包括的な対策を取っていない状況にある。 

原発事故から 5 か月が経過し、「暫定基準」などではなく恒久対策が求められている

今、国際基準から著しくかい離した緩和された基準に基づき、住民の健康を危険にさらす

ことはこれ以上許されない状況であるといえる。 

                                         
1 http://www.atomdb.jnes.go.jp/content/000118461.pdf:                                      

緊急時避難準備区域解除は、8 月 10 日付朝日新聞ほか各紙などが報道。 
2 7 月 27 日衆議院厚生労働委員会、東京大学アイソトープ総合センター長の児玉教授の説明。

熱量計算で広島原爆 29.6 個分、ウラン換算で 20 個分相当の放射性物質が漏出したと換算される。 
3 審査会は、「一般的には、指針の対象区域に居住する者ではなくとも、被ばくの危険を回避す

るための避難行動が社会通念上合理的であると認められる場合には、その避難費用等は、賠償

すべき損害となり得る。」とするが、「自主的な避難をすることが合理的か否かについて判断す

る適切な基準があるかどうかが問題である。」とし、明確な指針は示していない(2011 年 8 月 5

日審査会第 13 回、配布資料 3)。 
4
 1 年間 365 日毎日 8 時間校庭に立ち、残りの 16 時間は同じ校庭の上の木造家屋で過ごす、と

いう仮説に基づいた場合に、年間 20 ミリシーベルトに相当 
5「福島県内の学校等の校舎・校庭等の利用判断における暫定的考え方」等に関する Q&A、文部

科学省、http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1307458.htm 

http://www.atomdb.jnes.go.jp/content/000118461.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1307458.htm
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2   国際人権法上の要請 

現状は、甚大な放射線被害によって、人々の健康に生きる権利(憲法 25 条、社会権規約

12 条)が大規模・広範かつ系統的に侵害され、すべての人の固有の権利（市民的及び政治的

権利に関する国際規約 6 条 1 項）や生命に対する権利さえも、深刻に脅かされている状態

である。 

政府は人々の生命・健康を守る第一義的責務を負う立場から、被害状況について、 

1) 人権侵害を阻止するあらゆる措置を取り、2) 人権侵害について徹底した調査を行い、 

3) 被害者への適切な補償を行うことが求められる。6
 

補償には、①金銭賠償、②原状回復、③医療・リハビリテーション、④その他の満足

措置（再発防止のための全ての情報公開、立法、謝罪等）が含まれなければならない。7  

日本が批准した社会権規約 12 条の健康に対する権利の保障は、空気、水、土壌の汚染

を軽減・根絶することを目的とした国内政策の策定・実施等の積極的措置を含んでいる。8 

さらに、日本は国連子どもの権利条約の締約国として、子どもの生存及び発達を可能な最

大限の範囲において確保する義務があり（6 条）、子どもの最善の利益を最優先にして子ど

もに関する措置を講ずる義務がある（3 条）。9
 

 

3 国際基準・世界の経験、国内法に基づく汚染地域の特定と住民の保護 

放射線被害から人々の生命と健康を守り、今後の生命・健康に対する権利等の侵害を防

止するために、まず、対策をとるべき対象がどの範囲かが問題となる。 

ヒューマンライツ・ナウ（以下 HRN）は、国際基準、そして世界の経験に照らし、尐な

くとも、自然放射線をのぞく年間被ばく量が 1 ミリシーベルト(以下 1mSv/年)の地域につい

ては、政府が住民・地域について積極的な対策を講ずる責務があると考える。10
 

(1) 国際基準- ICRP  

国際放射線防護委員会（ICRP）は、公衆被ばくの実効線量限度を 1mSv/年11としている

（最近では 2007 年勧告（Pub.103））。 

                                         
6 Velásquez Rodrígues (Velásquez Rodrígues Case, Judgment of 29 July 1988, Inter-American Court of 

Human Rights (Ser. C.) No. 4 (1988)), para 174  
7 Basic Principles and Guidelines on the Right to a Remedy and Reparation for Victims of Gross 

Violations of International Human Rights Law and Serious Violations of International Humanitarian 

Law(UN General Assembly resolution 60/147 of 16 December 2005) 
8 社会権規約一般的見解 14 
9 http://www2.ohchr.org/english/law/crc.htm 
10
本提言は、日本政府が負うべき最低限の義務を明確にしたものであり、自然放射線も含み、内

部・外部被ばく併せて 1mSv/年、またさらに厳格な提案を否定するものではない。現実の放射

線測定の多くは、自然放射線と人為的なものを区別して行っていないことから、放射線量

から 2011 年 3 月 11 日以前のバックグラウンド線量を控除してなおも 1 時間当たりの線量が年

換算で 1 ミリシーベルトを超える場合かどうかで判断することとなろう(自然放射線は以下など

を参照。http://www.geosociety.jp/hazard/content0058.html ただし、原子力発電所に近接している

ため、バックグラウンドが高い場所は別に評価すべきである)。  

http://www2.ohchr.org/english/law/crc.htm
http://www.geosociety.jp/hazard/content0058.html
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この基準の根拠は、1mSv/年の線量限度では各年齢の死亡リスクの 1％程度であること、

疾病によるリスクの 1000 分の 1 であること、生涯リスクの 1000 分の１であること、被ば

くによるリスクの増加率が最も大きい年齢層においても、1mSv/年ではすべてのリスクにお

いて有意に増加していない、等があるとされる。12 この基準自体に過小評価であるとの批

判があるものの、1mSv/年を上回る線量限度に有意なリスクがあることは明白である。 

ICRP は、3 月 21 日付福島第一原発事故に関する勧告において、13
ICRP 2009b に基づき、

「1-20mSv/年の範囲の目標値を選択し、長期目標として目標値を 1mSv/年とすることを引き

続き勧告する」とする。しかし、それは「人々がその地域を放棄することなく住みつづけ

ることができるよう、当局があらゆる放射線防護策を講じる」ことを前提とするものであ

り、1mSv/年から 20mSv/年の範囲内であれば政府が人々の健康保護のための措置や補償を行

わなくてよいと勧告しているものでは全くない。 

緊急時であったとしても、例えば被ばくによるリスクに有意差が生じるレベルが 1mSv/

年より上昇するわけではなく、死亡リスクの 1%を貢献するレベルが 1mSv/年より上昇する

わけではないのであり、1mSv/年を超える地域における人々の健康を守るべき国の責任が免

除されるべきではない。 

(2) チェルノブイリ事故の経験 

1) 旧ソ連の対応 

チェルノブイリ原発事故後、旧ソ連の対応は十分なものとは到底言えず、住民のパニッ

クを恐れた旧ソ連政府のリーダー達や当時の原子力省は、1986 年の 5 月中旪まで事故の収

拾に関する情報公開をメディアや保健省に禁止させたほか、1989年まで放射能による汚染

地域の地図や汚染レベルのデータを極秘扱いにするなど、チェルノブイリ事故の影響に関

する情報隠蔽を行い、住民に多大な被害とストレスを与えた。14  

1991 年、旧ソ連政府は方針を転換し、チェルノブイリ事故による被害を最大限に軽減す

るための対策についての原則と基準 (「チェルノブイリ・コンセプト」と呼ばれる)を採択

した。この新しい指針に基づき、1mSv/年以上の汚染地域に対する住民の保護等の方針が確

立し、実施されるようになった。15
 

                                                                                                                        
11http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/housha/sonota/__icsFiles/afieldfile/2010/02/16/1290219_001.pdf

p29 
12 草間、篠崎、吉澤「放射線リスクのアクセブタンクに関する考察」保険物理,22,15-20(1987)等 
13 http://www.icrp.org/docs/Fukushima%20Nuclear%20Power%20Plant%20Accident.pdf 

和訳 http://www.u-tokyo-rad.jp/data/fukujap.pdf 
14 ウクライナ政府の報告書（2006 年）National Report of Ukraine "20 years after Chernobyl 

Catastrophe FUTURE OUTLOOK" http://www.mns.gov.ua/chornobyl/20_year/03/n_report_ENG.pdf  

事故から 20 年後の報告書は、このような情報操作が住民の政府に対する信頼感を損なわせ、住

民に社会的･精神的ストレスを生じさせる原因になったとし、事故直後の隠蔽作業は明らかに誤

った方針であったと認めている（8p） 
15
今中哲二助教 (京都大学原子炉実験所)らによる「ロシアにおける法的取り組みと影響研究の概要」 

http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/NSRG/Chernobyl/saigai/Ryb95-J.html 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/housha/sonota/__icsFiles/afieldfile/2010/02/16/1290219_001.pdfp29
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/housha/sonota/__icsFiles/afieldfile/2010/02/16/1290219_001.pdfp29
http://www.icrp.org/docs/Fukushima%20Nuclear%20Power%20Plant%20Accident.pdf
http://www.mns.gov.ua/chornobyl/20_year/03/n_report_ENG.pdf
http://www.mns.gov.ua/chornobyl/20_year/03/n_report_ENG.pdf
http://www.mns.gov.ua/chornobyl/20_year/03/n_report_ENG.pdf
http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/NSRG/Chernobyl/saigai/Ryb95-J.html
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旧ソ連はセシウム 137（半減期 30 年）の土壌汚染が 555 キロベクレル/平方メートル

（555kBq/ m²）以上の地域を日本の強制避難区域に相当する強制（義務的）移住区域に指定

した。また、セシウム 137 の土壌汚染度で言えば 37 キロベクレル/平方メートル（37kBq/ m²）

以上の地域を暫定的最低汚染レベルと指定した。  

チェルノブイリ原発事故から約 20 年後、IAEA、WHO、OCHA、UNDP、UNEP などの

国連 8 機関とベラルーシ、ロシア、ウクライナの政府から構成されたチェルノブイリ・フ

ォーラムが発表した報告書、“Chernobyl’s Legacy: Health, Environmental and Socio-Economic 

Impacts” 
16によると、同事故後、約 40 万人が 555kBq/ m²以上の高濃度のセシウム 137 で汚

染された地域に住んでおり、旧ソ連政府はそのうち 33.6 万人を汚染地域から汚染していな

い地域へ強制移住したとされる。17  

同報告書は、セシウム 137 の汚染度について 37kBq/ m²を暫定的最低汚染レベルと指定し

た理由は、 (a)このレベルは事故後のヨーロッパのセシウム 137 の汚染度の 10 倍に当たる

数値であること、(b)このレベルでは、原発事故から最初の 1 年間の人の被ばく量が約 1mSv/

年であり、1mSv/年が放射線学の上では重大な数値であるからだとしている。18  

1991年に確立された新しい方針は、最大 1mSv/年を超える汚染が見られる地域について、

政府に放射線防護措置を取る義務があることを明記し、当該地域の住民は、住みつづける

か他の土地に移り住むかについて、放射線汚染の状況、経済社会的その他の状況に与える

要因等について正確な情報提供を受け、自己の判断に基づき選択する権利があるとした。19 

このような汚染地域の認定をもとに、旧ソ連では「高濃度の汚染地域に住み続けた住民は

補償され、毎年定期健診を受けた。低レベルの汚染地域に住む住民は医療モニタリングを

提供された。補償は年間の被ばく量が 1mSv を超える住民に与えられた」とされる20。 

2) ロシア、ウクライナ等の対応 

ソ連の崩壊後、市民の保護は後継各国に引き継がれた。放射能で最も汚染されたロシア、ウクラ

イナ、ベラルーシの三国の法律では、セシウム 137の汚染度が 1平方メートルあたり 37キロベクレ

ル(1Ci/km²(37kBq/m²))以上とされた地域は、汚染地域と指定され、その地域と住民に対する

                                         
16 http://www.iaea.org/Publications/Booklets/Chernobyl/chernobyl.pdf 
17 チェルノブイリ原発事故後 20 年目の 2006 年に IAEA が発表した報告書：Environmental 

Consequences of the Chernobyl Accident and their Remediation: Twenty Years of Experience は、チェル

ノブイリ事故後の放射能による土壌汚染を計測するにあたってセシウム 137 の濃度を選んだ理

由として、計測しやすく、放射線学の上で重要であったためだと説明する。また、同報告書は、

事故から最初の 1-2 年はセシウム 134 も重要であると説明している。
http://www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/Pub1239_web.pdf 
18 同 p23  
19 "EVOLUTION OF REGULATION RELATED TO THE CHERNOBYL ACCIDENT" p.544 

url: http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/29/013/29013454.pdf 
20 Chernobyl: Assessment of Radiological and Health Impacts (2002), (2002 Update of Chernobly: Ten 

Years On, OECD 1996) （http://www.oecd-nea.org/rp/reports/2003/nea3508-chernobyl.pdf）, p54 

http://www.iaea.org/Publications/Booklets/Chernobyl/chernobyl.pdf
http://www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/Pub1239_web.pdf
http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/29/013/29013454.pdf
http://www.oecd-nea.org/rp/reports/2003/nea3508-chernobyl.pdf
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政府の措置が講じられている。21 チェルノブイリ事故に関してロシア共和国が作成した報告

書によれば、ロシア共和国は旧ソ連の方針を引き継ぎ、同事故の汚染地域を以下のように

分類し、対応を取ったとされる。22
 

a) 30キロ圏内：Exclusion 

zone(法 8条) 

セシウム 137の汚染度が 555kBq/m²を超

えたところ 

避難または移住が実施

された 

b) 移住ゾーン

(Evacuation Zone) 

(法 9条) 

30キロ圏外でセシウム 137の汚染度が

555kBq/m²を超えるところ(これによる放射

線量が 5mSv/年以上の地域) 

住民は避難・移住・補償

を受ける 

c)  避難の権利が認めら

れた居住区域： 

(法 10条) 

30キロ圏外でセシウム 137の汚染度が

185～555kBq/m²(これによる放射線量が

1mSv以上の地域) 

住民は自発的に移住で

きる権利が認められた 

d) 社会経済的特権のある

居住区域：(法 11条) 

セシウム 137の汚染度が 37～

185kBq/m²(これによる放射線量が 1mSv

以下の地域) 

住民は平均以上の生活

が送れるような措置を

受ける 

ロシアの「チェルノブイリ事故被害住民の社会的保護に関する法律」は、第 7 条以下に

上記に相応する措置について規定する。23 すなわち、 

第 8 条: 30 キロ圏内において住民の定住が認められないこと 

第 9 条: 汚染物質(セシウム 137)の蓄積による年間被ばく量が 5mSv を超える汚染が確認され

る地域を避難地域とし、避難した住民は補償を受けること 

第 10 条: 汚染物質(セシウム 137)の蓄積による年間被ばく量が 1mSv 以上の地域は避難の権

利が認められる地域と指定され、住民が公正な情報を得たうえで自主的に移住する

                                         
21 Environmental Consequences of the Chernobyl Accident and their Remediation: Twenty Years of 

Experience, http://www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/Pub1239_web.pdf, p24 
22 http://chernobyl.undp.org/english/docs/rus_natrep_1996_eng.pdf:  Table 2 

“CHERNOBYL ACCIDENT: TEN YEARS ON” Russian National Report,1996. 
23 THE RUSSIAN FEDERATION LAW ON THE SOCIAL PROTECTION OF CITIZENS, WHO 

WERE SUBJECTED TO THE ACTION OF RADIATION AS A RESULT OF THE CATASTROPHE 

ON CHERNOBYL' AES (in ed. of law RF from 18.06.1992 N 3061-1, Federal laws from 24.11.1995 N 

of 179-[FZ], from 11.12.1996 N of 149-[FZ], from 16.11.1997 N of 144-[FZ], from 17.04.1999 N of 

79-[FZ], from 05.07.1999 N of 127-[FZ], from 07.08.2000 N of 122-[FZ] (ed. 29.12.2001), from 

12.02.2001 N of 5-[FZ], from 06.08.2001 N of 110-[FZ], from 25.07.2002 N of 116-[FZ], from 

11.12.2002 N of 168-[FZ], from 23.10.2003 N of 132-[FZ], from 26.04.2004 N of 31-[FZ], from 

22.08.2004 N of 122-[FZ] (ed. 29.12.2004), from 02.02.2006 N of 20-[FZ], from 18.07.2006 N of 

112-[FZ], from 05.12.2006 N of 207-[FZ], from 08.11.2007 N of 258-[FZ], from 01.03.2008 N of 

18-[FZ], from 14.07.2008 N of 110-[FZ], from 23.07.2008 N of 160-[FZ], from 22.12.2008 N of 

269-[FZ], from 25.12.2008 N of 281-[FZ], from 28.04.2009 N of 72-[FZ], from 24.07.2009 N of 

213-[FZ], from 04.06.2011 N of 130-[FZ], from 11.07.2011 N of 206-[FZ], with chg, introduced federal 

laws from 26.11.1998 N of 175-[FZ], from 27.12.2000 N of 150-[FZ], from 30.12.2001 N of 194-[FZ], 

by the decision of the Constitutional Court of RF from 19.06.2002 N 11- P, By federal laws from 

24.12.2002 N of 176-[FZ], from 23.12.2003 N of 186-[FZ], By decision of the Constitutional Court of RF 

from 10.11.2009 N 17- P) 

http://www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/Pub1239_web.pdf
http://chernobyl.undp.org/english/docs/rus_natrep_1996_eng.pdf
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権利が認められ、他の地域に移住することを決めた者は、被った損害の補償や社会

的援助を受ける権利が認められること 

第 11 条: 汚染物質(セシウム 137)の蓄積による年間被ばく量が 1mSv を下回る地域において

も、人々は経済社会的な配慮措置を受けること 

第 18 条: 汚染物質(セシウム 137)の蓄積による年間被ばく量が 1mSv 以上の地域に住む者に

も補償措置が認められ、除染、国際基準に基づく汚染されていない食品の供与など、

被ばくを減尐させ、健康を保護するための措置や社会的特典が認められること 

が明記されている。24
 

また、ウクライナ、ベラルーシにおいても、同様に、5mSv/年以上の地域は優先的な移

住対象地域となり、1mSv/年を超える地域は、国の補償と援助を受ける自主的な避難の権利

が認められている25。ウクライナでは、1mSv/年を超える地域住民に対し、最低賃金の 4 割

に相当する補償が早くから実施されるなど、1mSv/年を超える地域住民への補償がなされて

いる。26ベラルーシでは、自然放射線以外の内部被ばく･外部被ばく両方を含む平均年間被

ばく量は 1mSvを超えてはならず、もし人口の平均被ばく量が 1mSv/年を超えるのであれば、

住民を保護する措置を行わなければならないとされている。27 

3)   日本との対比 

日本ではチェルノブイリ事故の水準で住民による保護が実施されていない。 

                                         
24
汚染地域のカテゴリーについては、5 月 24 日の 16 回原子力委員会に発表された河田東海夫氏

（NUMO フェロー）の「土壌汚染問題とその対応」にも以下の通り示されている。 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo16/siryo2.pdf 

 
25 http://chernobyl.undp.org/english/docs/strategy_for_recovery.pdfの p43および p36, Table 3.1参照。 
26 Article 37,The Law on the Status and Social Protection of the Population Who Suffered from the 

Chernobyl Catastrophe (1991 年 2 月 28 日) 

http://www.crdp.org.ua/data/upload/publication/main/ua/453/report_prof_jerzy_osiatynski_eng.pdf, pp9 
27 ベラルーシ｢チェルノブイリ原発事故によって被災した市民の社会的保護」に関する法律(2001年改

訂)。 ICRP, Publication 111, p54. 

http://www.icrp.org/docs/P111%28Special%20Free%20Release%29.pdf 

http://chernobyl.undp.org/english/docs/strategy_for_recovery.pdfのp36,%20Table%203.1参照。のp43にも年5mSv/
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo16/siryo2.pdf
http://chernobyl.undp.org/english/docs/strategy_for_recovery.pdfのp43およびp36,%20Table%203.1参照。/
http://www.crdp.org.ua/data/upload/publication/main/ua/453/report_prof_jerzy_osiatynski_eng.pdf
http://www.icrp.org/docs/P111%28Special%20Free%20Release%29.pdf
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第一に、前述のとおり、セシウム 137の汚染度が 37kBq/m²以上とされた地域は、事故から

最初の 1 年間の被ばく量が約 1mSv とされ、放射能で最も汚染されたロシア、ウクライナ、

ベラルーシの三国の法律では、汚染地域と指定され、その後その地域と住民に対する措置

が講じられた。また、同事故後セシウム 137 の汚染度が 185kBq/m²以上とされた地域は、移

住の権利や補償が認められているが、日本ではそのような措置が取られておらず、補償に

ついても自主避難者であってもなされていない。 

第二に、前述の、河田東海夫氏（NUMO フェロー）の「土壌汚染問題とその対応」28
 に

よれば、現在の 20 キロ圏と計画的避難区域だけではなく、その圏外でも、チェルノブイリ

事故では強制（義務的）移住ゾーンに指定された地域と同じ高濃度にあたる 555kBq/m²のセ

シウム 137 による汚染が確認されている。29それにも関わらず、日本政府は高濃度汚染に見

合う措置を講じていない。現状の日本における住民保護は、国際基準および、チェルノブ

イリ事故後の住民保護の水準を著しく下回っている。 

(3) 国内法 

日本政府は福島第一原発事故後、従来からの告示・指定である「実効線量は一年間に

つき 1mSv」の基準30を大幅に緩和した。しかし、現在の日本政府による住民の保護は、日

本が自ら定めた国内法の水準をも下回る。 

1)  労働安全衛生法及び労働安全衛生法施行令の規定に基づき定められた「電離放射線障害

防止規則」31は、外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効線量との合計

が 3 ヶ月で 1.3mSv（もしくは毎時 0.6 マイクロシーベルト）32 を超えるおそれのある地域

を放射線「管理区域」に指定し、放射線業務従事者以外の者の立ち入りを制限したり（同

規則第 3 条の 4）、管理区域内での飲食などの活動内容を禁止（同規則 41 条の 2）してい

る。この法律を適用すると、｢管理区域｣と指定されるだけの強力な放射線源が存在する場

所で子どもや妊産婦などの一般市民の立ち入りは制限され、｢管理区域｣での飲食を含む生

活は日本の法律の上では認められない。 

                                         
28 http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo16/siryo2.pdf 
29上記文書には、文科省土壌モニタリング結果（4 月 30 日）をもとに土壌の Cs137 汚染濃度測定

値と線量率マップの重ね合わせが図解で説明されている(p6)。また、文部科学省 7 月 16 日付測

定値(2011 年 8 月 11 日付朝日新聞 5 面)も広範な地域が 555kBq/m²のセシウム汚染を示している。 
30 そもそも年間実効線量 1mSv/年は国内基準である。「核原料物質、核燃料物質および原子炉の

規制に関する法律」および同法施行令中の規程に基づく「実用発電用原子炉の設置、運転等に関

する規則」の第 1 条 2 項 6 は、「周辺監視区域」を経済産業大臣の定める線量限度を超える恐れ

のないもの、と定めている。同規則規定の基づく告示は、「実効線量については、1 年間につき

1 ミリシーベルト」としていた。また、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

施行規則の 19 条 1 項ハは文部科学大臣の定める線量限度でしか排気設備における廃棄ができな

いとされ、その線量限度は 1 年間につき 1 ミリシーベルトと定められた。 
31 昭和四十七年九月三十日労働省令第四十一号 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47F04101000041.html 
32 http://peacephilosophy.blogspot.com/p/blog-page_05.html 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%98%4a%93%ad%88%c0%91%53%89%71%90%b6%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%90%ad%8e%4f%88%ea%94%aa&REF_NAME=%98%4a%93%ad%88%c0%91%53%89%71%90%b6%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo16/siryo2.pdf
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47F04101000041.html
http://peacephilosophy.blogspot.com/p/blog-page_05.html
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また、同規則第 6 条の 1 と 2 によると、妊娠と診断された女性の放射線業務従事者の受

ける線量が、妊娠と診断されたときから出産までの間、内部被ばくによる実効線量につい

ては 1mSv、腹部表面に受ける等価線量については、2mSv を超えないようにしなければな

らないとされ、今まで何十年も遵守されてきた。 

ところが、文部省は「『管理区域』は、平時の場合において、強力な放射線源が存在す

る場所を厳格に管理する」ために設定されたものであるから、妊産婦や子どもにはあては

まらないとする。また、同省は、厚生労働省における放射線被ばくの労災認定要件は労災

認定の観点から労働者への補償に欠けることのないように定められたものであるとし、今

回の事態にはあてはまらないとする。33 しかし、子どもや妊産婦、労働者が、成人の放射

線業務従事者や労働者よりも低い保護のレベルでよいという論理は全く成り立たない。一

般市民、特に放射線に対し感受性が高く、被ばくの影響が深刻であると懸念される子ども

たちや妊産婦の健康こそが放射線被害から守られなければならない。 

現状は、子どもや妊産婦など一般市民が、本来立ち入るべきでない管理区域にいるのと

同様の事態である。そして、管理区域で作業に従事する妊産婦について、妊娠期間にわた

って腹部 2mSv という規制があるのに対し、福島県の汚染地域ではそうした規制すらない状

況に置かれている。 

(4) 結論   

こうした現状に鑑みれば、30 キロ圏内と一部のごくわずかな地域を除き、放射線被害か

ら人々を守るための何らの措置も実施しない政府の態度は、国際水準やチェルノブイリ事

故後の事故対応、さらに国内法をも下回るものであり、国民の健康に対する権利を守る政

府の義務に対する重大な違反と言わなければならない。 

日本政府が、上記 ICRP 基準の国内への取り入れにあたり、自然放射線を除外している34

ことを考慮するとしても、またチェルノブイリの前例に照らしても、尐なくとも自然放射

線を除外して年間被ばく量 1mSv を越える地域に居住する住民に対し、放射線防護の義務を

負うべきであり、上記地域に居住する住民に対し、健康保護のために必要なすべての措置、

政府の援助による避難の権利の保障と補償措置、除染等の対策が必要である。 

そこで、HRN は政府・東京電力に対し、以下のことを求める。 

・ 住民の年間被ばく量が自然放射線を除き年間 1mSv を超える地域については、放射線被 

  害から人々の健康を保護すべきすべての必要な措置を講じるとともに、住環境に対する 

  被害回復を実現するための全ての必要な措置をとること 

・ 住民の年間被ばく量が自然放射線を除き年間 1mSv を超える地域に住む住民には放射線 

                                         
33 http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1307458.htm 
34 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/004/006/shiryo/04070501/003.htm: ICRP1990

勧告は、自然放射線も放射線防護の対象に取り入れる考えを示している。日本は基準取り入れに

あたり自然放射線を除外した。http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/housha/sonota/81009.htm#66 

http://www.mext.go.jp/a_menu/saigaijohou/syousai/1307458.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/004/006/shiryo/04070501/003.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/housha/sonota/81009.htm#66
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害に関する必要な情報提供を行い、避難の権利を認めるべきである。この地域の住民

が移住・避難を決断した場合は、政府が避難・移住を援助し、避難者に国内避難民(IDP)

としての適切な保護35を与え、生活再建に必要かつ十分な補償措置を取ること 

・ 放射性セシウムが 555kBq/ m²を超える汚染地域(もしくは年間被ばく量が 5mSv 以上 

の地域)については、チェルノブイリ事故の強制避難地域に該当する深刻な汚染のある

地域であるとの認識に基づき、一刻も早い除染措置を行うと同時に、移住に関して援

助策を策定し、移住が困難な人々に対しては、移住に匹敵する健康保護の措置を取る

こと 

・ 「管理区域」に該当する実効放射線量外部放射線の線量が 3 ヶ月で 1.3mSv（毎時 0.6 

マイクロシーベルト）を超える地域の人々、および、妊娠中の線量が 2mSv を超える

地域に住む妊産婦に対しては、国内法に違反することから、一刻も早く避難の権利を

認めてこれを告知し、生活再建のための補償を行うこと 

 

4  政府、東京電力が取るべき具体的な措置について 

HRN は政府および東京電力に対し、以下の具体的措置を緊急にとるよう求める。36
 

(1)  汚染調査と公表 

放射線被害から住民を防護するためにも、また住民が避難を決断するためにも、土壌・

空気等の汚染について包括的・継続的な調査と情報公開が住民に対してなされなければな

らない。政府が、住民の居住環境が深刻な汚染を受け、住民の生活・生産活動が危機に晒

されているのに必要な情報・危険性を告知しなければ、それは人権保障義務に対する違反

にほかならない。37  ところが、現状の土壌汚染の情報公開ははなはだ不十分であり、民間

団体からは深刻な土壌汚染等の報告がされているにもかかわらず、国はこれに対応する調

査を公開していない。38空間線量、土壌汚染ともに実際に生活する市民からみれば、現実に

                                         
35 「国内避難民に関する指導原則」(“Guiding principles on Internally displace” 

E/CN.4/1998/53/Add.2, 1998 年国連人権委員会採択)に基づく人権保障と保護を与えられるべき

である。同原則に基づき政府のとるべき措置は、HRN が 2011 年 4 月に発表した意見書「東日本

大地震に関連する被災者・周辺住民の権利保護のために」に詳述した。 

http://hrn.or.jp/activity/20110405_shinsai.pdf 
36 なお、原状回復・賠償は第一義的に東京電力の責務であり、国費・公費により以下の項目で

求める措置を緊急に行ったうえで、最終的に東京電力に賠償請求がされるべきである。 
37 ヨーロッパ人権裁判所は、民間の化学工場の事故で大量の有害物質で住環境が汚染された後

イタリア政府が住民に必要な情報提供をせず、住民がしばらくの間汚染の深刻さを告知されず、

居住と農産業を継続した事案についてイタリア政府の人権侵害を認め、住民への賠償を命じた。 
EUROPEAN COURT OF HUMAN RIGHTSCASE OF GUERRA AND OTHERS v. 
ITALY(116/1996/735/932) 
http://www.iidh.ed.cr/comunidades/libertadexpresion/docs/le_europeo/guerra%20and%20others%20v.%2

0italy.htm 
38 民間団体が行った測定では首都圏においても深刻な土壌汚染が報告されている。
http://doc.radiationdefense.jp/dojyou1.pdf  

http://hrn.or.jp/activity/20110405_shinsai.pdf
http://doc.radiationdefense.jp/dojyou1.pdf
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どこに深刻な汚染があるか極めてわかりにくい。39 また文部省によれば、「ホットスポッ

ト」についても正確な概念ではないため、場所の特定・公表は行っていないということで

ある(2011 年 8 月 5 日および 12 日に確認)。 

  HRN は、政府に対し、以下のことを要請する。 

・現在の測定方法を改め、市民の日常生活に即したきめ細かい恒常的な放射線モニタリン

グ測定を行い、住民が容易に認識しうる方法で開示すること 

・上記 3 の勧告を前提に、尐なくとも、住民に直接、情報提供すること 

  【土壌汚染】について 

放射性セシウムの汚染度が 555kBq/m²を超える箇所について特定・開示・告知すること 

放射性セシウム放射同位体の汚染度が 185kBq/m²を超える箇所について特定・開示・告

知すること 

  【実効線量】について 

自然放射線を除く年間被ばく量が 5mSv/年を超える地域、および 1mSv/年を超える

地域について、それぞれ特定・開示・告知すること 

 

(2) 避難について 

1) 避難地域の指定について 

チェルノブイリ事故では、セシウム 137の汚染度が 555kBq/m²を超える箇所(年間 5mSvを超

える地域)を強制避難地域としており、この例を参考に、避難地域指定について再検討を行う

ことが必要である。 

      但し、その場を離れることを望まない人については、以下の要件を満たす強制的な避 

難でない限り避難させることができない、とする国際的ガイドラインを尊重すること 

が必要である。40
 

(a) 法律で規定されていること。 

(b) 被災者の生命又は健康に対して、深刻かつ差し迫った脅威があるため、避難するこ 

とが絶対的に必要であり、他のより影響の尐ない方法では、その脅威を回避すること 

ができないこと。 

(c) 可能な限り、関係者に情報を周知し、協議を行ったうえで、実行すること。 

「管理区域」に該当する実効放射線量外部放射線の線量が 3 ヶ月で 1.3mSv（毎時 0.6

マイクロシーベルト）を超える地域の人々、および、妊娠中の線量が 2mSv を超える

地域に住む妊産婦に対しては、一刻も早く避難の権利を認めてこれを告知し、生活再

建のための補償を行うこと。 

                                         
39作成中の土壌汚染モニタリングマップは、80 キロメートル以内は 2 キロメッシュ、80 ないし

100 キロの範囲を 10 キロメッシュで測定するとされるが、放射能被害の拡大・拡散と言う現状

に鑑みれば極めて不十分である。 
40 IASC Operational Guidelines on the Protection of Persons in Situations of Natural Disasters,p16 

http://www2.ohchr.org/english/issues/idp/docs/OperationalGuidelines.pdf 
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2) 指定区域外の人々の避難について 

自然放射線を除き年間被ばく量が 1mSv を超える地域の住民に対しては、放射線被害

に関する必要な情報提供を行い、避難の権利があることを認めるべきである。 

特に、妊産婦、乳幼児、小中学生のいる家庭については、避難・疎開の措置をとっ

て健康を保護する必要性が高いことから、避難・疎開のために必要な政策を立案し、

国の政策として必要な学校・住環境を提供し、避難・疎開を奨励することが求められ

る。 

また、3(4)に記載したとおり、放射性セシウムが 555kBq/ m²を超える汚染地域に住む

人々、「管理区域」に該当する実効放射線量外部放射線の線量が 3 ヶ月で 1.3mSv（毎

時 0.6 マイクロシーベルト）を超える地域の人々、および、妊娠中の線量が 2mSv を超

える地域に住む妊産婦については、早急に避難の権利を認め、避難の援助を積極的に

行うべきである。 

 

(3) 除染  

放射線汚染からの原状回復は、国および東京電力が第一義的に負うべき義務である。 

ところが、現状では、政府による除染は、担当区分が省庁により細かく分かれており、

国として総合的・包括的な除染の方針が出されて推進されているとは到底いえない。41
 

地域全体の除染に関しては、各自治体に委ねられているが、42
 自治体は予算とマンパ

ワーが限られていることから、民間の所有地の除染まで行うことができない状況にある。

自治体からは、「国や東京電力として除染をしてほしい」「東京電力に再三除染をして

ほしいと要請しているが、断られている」との声があがっているが、国・東京電力とし

ての除染は未だ実施されていない。現在、国として除染を行う立法措置の検討が進めら

れているという。43
 

 原発事故から 5 ヶ月近く経っても除染に関する国からの積極的な対応を受けられな

かった福島県民は、地域で、家庭で、水などを使った臨時の除染活動を自主的に行って

いる44
 しかし、広い地域での除染に使われた洗浄水は、下流で農業用水として使われ、

二次災害を引き起こしかねない。45 チェルノブイリ事故から 20 年後にロシア政府が発

                                         
41例えば文部科学省は学校の土壌の除染を担当しており、汚染土壌の入れ替え、除染の費用を

負担しているが、一歩学校の外となると文部科学省は一切関与しない。公道の土壌は各自治体

が担当になるが、更に民間の家の庭の土壌は、各家庭の責任とされている。 
42福島県内の除染について、同県に問い合わせたところ、県としての直接的な対策は行っていな

いとのこと。除染に関するパンフレットを作成し市町村を通じて市民に配布、線量計の貸し出

し、高圧洗浄機の購入費用の負担などの対策を取っているが、それ以外は各自治体に委ねられ

ているとのことである（8 月 5 日）。 
43 8 月 16 日朝日新聞報道等 

44 8 月 10 日読売新聞、http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20110810-00000301-yomidr-soci 

45 日本ではイタイイタイ病の経験から、除染を下手にするとカドミウムの二次災害が起こるこ

とがわかっている。（7 月 27 日の東京大学アイソトープ総合センター長の児玉教授による衆議

http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20110810-00000301-yomidr-soci
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表した報告書「Twenty Years of Chernobyl Accident, Results and Problems in Eliminating Its 

Consequences in Russia (2006)」によると、高濃度の放射性物質で汚染された 30 キロ圏内

の除染作業が、環境に悪影響を及ぼし、除染に関わった多くの作業員が後に長期的な健

康被害および社会的影響を受けたこと等が明らかになっている。46
 

HRN は政府・東京電力に対し、以下のことを要請する。 

・ 一刻も早く、政府・東京電力の責任で、最新鋭の技術を駆使した汚染地域の測定およ

び除染活動を行い、1mSv/年以下(自然放射線を除く)までに回復すること 

・   除染は、現在人が居住している放射性セシウムの汚染度が 555ｋBq/m²を超える箇所・地域 

を最優先にし、 

・   放射性セシウムの汚染度が 185ｋBq/m²を超える箇所・地域全域についても速やかに行うこと 

・  特に、福島県の全学校、教育施設や子どもの生活環境となる、通学路、公園などは、 

早急な対策をとること 

・  現在人が避難している地域についても可及的な原状回復を行うこと 

・ 除染活動を早急かつ円滑に行うため、放射性セシウムなどの放射性同位体の運搬や保 

管を含む除染に関する法整備を早急に行うこと 

 

(4) 放射線防護に関する措置と対策 

 除染と並び、政府はあらゆる放射線防護のための措置を取るべきである。特に子どもや

妊産婦などには特別の配慮をすべきであり、以下の措置を取る必要がある。 

1) 放射線リスクの開示と防護に関する教育の徹底 

文科省は、原発事故後に、「放射能を正しく理解するために」「教育現場の皆様へ」と

いう資料を教育現場に配布した。この資料には、「過剰な対策は、生活に支障を来した

り、偏見を生み出したりすることにもつながります」「毎時3.8μSv未満の区域 普通に生

活して支障はありません」「普通の生活で、こころの安心を取り戻し、子どもの成長を

支援しましょう」などと記載されている。47その結果、福島県では、ことさらに放射能の危険

性について過小評価するような教育がなされ、ある教師は、保護者に「国を信じられないなら、

日本国民をやめるしかない」と発言したと言う。48 

 また、厚生労働省は、「妊娠中の方、小さなお子さんをもつお母さんの放射線への御心配に

お答えします」とのパンフレットを発行し、避難指示等が出ているエリア外で放射線が胎児に影

                                                                                                                        
院厚生労働委員会での発言）
http://www.youtube.com/watch?v=LunV27H3oW8&feature=youtube_gdata_player 
46http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/37/079/37079086.pdf（13p） 
47http://www.mext.go.jp/component/a_menu/other/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/06/24/1305089_0624_

1.pdf 
48
菅波香織氏(NHK「視点・論点」7 月 14 日)。このほか、不安をあおらないようにとの趣旨で、

教師が子どもに対して、友人に放射能についての知識を話すなと指導している。一方で、個人

的に放射能対策に問題を感じている教師は、子どものためを思った行動をとると、職務規律違

反として指導されてしまうという不安を感じているなどの状況も報告されている。 

http://www.youtube.com/watch?v=LunV27H3oW8&feature=youtube_gdata_player
http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/37/079/37079086.pdf
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響を及ぼすことはない、子どもに飲ませるのに水道水は安全であり、食物も店頭に並んでいるも

のは安全であって、規制値を上回る物を食べても健康に影響がない、避難指示等が出ていな

い限り外遊びに影響はない、等と、実態と異なる広報を周知徹底しようとし、現在に至ってもこれ

を撤回していない。49  

現状は安全ではないのであり、国はこれまでの誤った広報・教育指導を撤回し、放射線防護

に関する正確な知識が教育・医療・行政の現場で徹底するよう、責任をもって放射線防護教育

への転換を図るべきである。 

さらに、以下の対策も必要である。 

2) 1mSv/年を越えるすべての地域において、公費により線量計を中学生以下の子ども 

と妊産婦に配布し、個々の被ばく総量を管理できるようにすること 

3) 放射線量が高い場合には学校行事における屋外活動を行わないよう通達すること 

4) 現実の放射線量に基づき、放射線量の低い地域への越境通学などの措置を講ずること 

 50
 

 

 (5) 内部被ばくと健康調査について 

  SPEEDIによる試算値によれば、福島県の広範囲において、3月12日以降、等価線量に

して100mSv (1歳児、甲状腺に対する) 以上の内部被ばく積算量があることがシミュレ

ーションされており、51内部被ばくの危険性は深刻である。 

現在、福島県は全県民を対象とした「県民健康管理調査」を実施し、内部被ばく

も対象にするとしているものの、そのスピードは極めて遅く、子どもや妊産婦などを

優先する取扱いにもなっていない。 

内部被ばくの確定的評価は未だ国際的に確立されていないものの、深刻な危険性

が予想される以上、国は予防原則に立ち、内部被ばくによる健康被害から市民を保護

する措置を講じなければならない。 

    HRNは政府・東京電力に対し、以下のことを要請する。 

・政府・東京電力の責任で、必要な台数のホールボディカウンターを配置し、自然放

射線を除く年間被ばく量が 5mSv/年を超える地域、次に 1mSv/年を超える地域の住

民・避難者の内部被ばく量の測定を行うこと 

・特に子どもの内部被ばく量の測定を最優先とすること 

・結果によっては、早急に医療措置を講ずるとともに、内部被ばくの深刻な住民の避 

 難を検討すること 

 

                                         
49 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014hcd-img/2r98520000014hdu.pdf 
50 南相馬市では線量の高い地区への移動通学が実施されていると指摘されており、越境通学な

どの措置は、正しい放射線モニタリングに基づく実態に即したものでなければならない。 
51 http://www.nsc.go.jp/mext_speedi/0312-0324_in.pdf 

http://www.nsc.go.jp/mext_speedi/0312-0324_in.pdf
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(6) 食の安全の確保 

福島第一原発事故後、政府は、「風評被害」との文言を用いて、流通している食材が、

あたかも放射能で汚染されていないかのような姿勢を示し、十分な規制・検査・情報開

示と流通の阻止のために活動してこなかった。それが今日、食の安全が脅かされ、広範

な人々の健康が脅かされる事態に至っている。 

食糧に対する権利は、憲法25条、社会権規約により保障されなければならず、食が安

全であり有害でないことはその不可欠の前提である。政府は安全な食糧供給のために責

務を果たさなければならず、規制、検査により安全でない食品の流通を阻止し、代わっ

て国際基準の汚染されていない食糧を流通させ、供給する責務を負う。 

そして、汚染されてしまった食材は、流通させることなく国が買い取るなどして、損

害は東京電力が賠償すべきである。 

1) 食品の暫定基準値を見直し、国際基準の法規制を行うこと 

政府は、今年3月、福島原発事故を受けて緊急に、食品に関する暫定基準値を設定52し

たが、これは、WHOや他国の基準と比較して異常に高い値である。 

例えば、飲料水中の放射性核種に関する WHO の基準は、ヨウ素 131・セシウム 134

やセシウム 137 はそれぞれ 10Bq/L 以下53であるのに対し、日本の一般人の基準は、ヨウ

素 131 などの放射性ヨウ素は 300Bq/L 以下、放射性セシウムは 200Bq/L 以下であり、乳

児についても 100Bq/L 以下とされる。54 また、乳児の食べ物に含まれる放射性セシウ

ムの基準に関して、ベラルーシでは 37Bq/kg 以下、ウクライナでは 40Bq/kg 以下、ロシ

アでは 40-60Bq/kg 以下とされるが、55日本では野菜の暫定基準値は放射性セシウム 500

Bq/kg、ヨウ素 131 などの放射性ヨウ素 2000Bq/kg とされ、子どもに対する厳しい基準

値は設定されていない。 

暫定基準値は、あくまでも、従来、放射能汚染食品の規制に関する国内法がなかっ

たことから、暫定的な基準として運用されているに過ぎない数値であるが、放射性物質

の流出が止まるまで長期化が予想される現状においては、子どもに十分配慮した、早急

な規制値の設定が必要である。56
 

暫定基準は、放射性セシウムについて飲料水や乳製品は 200 Bq/kg、その他の食品は

500 Bq/kg 以下を許容するが、これは従来、原子力安全委員会が ICRP の勧告等に基づい

                                         
52 3 月 17 日に厚生労働省が発表した「放射能汚染された食品の取り扱いについて」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001558e-img/2r9852000001559v.pdf  
53 WHO 飲料水水質ガイドライン第 3 版 203p 

http://whqlibdoc.who.int/publications/2004/9241546387_jpn.pdf 
54 厚生労働省による放射能汚染された食品の取り扱いについて
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001558e-img/2r9852000001559v.pdf 
55 Environmental Consequences of the Chernobyl Accident and Their Remediation: Twenty years of 

experience, IAEA (2006) P71 
56 産経新聞「暫定基準値 子供は引き下げの可能性も」
http://sankei.jp.msn.com/life/news/110721/trd11072122470032-n1.htm 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001558e-img/2r9852000001559v.pdf
http://whqlibdoc.who.int/publications/2004/9241546387_jpn.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001558e-img/2r9852000001559v.pdf
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て採用していた放射性廃棄物のクリアランスレベル57の 5 倍である。従来の放射性廃棄

物としての許容値よりも5倍汚染された食品を食べても安全であるという政府の基準は、

市民にとって、特に乳児や子ども、妊産婦のいる家庭にとって、全く安心できない。 

HRN は、政府に対し、 

・一刻も早く市民が安心する食品安全基準を設定するために早急に対応すること、具体

的には 

・安全を確保するための国際基準に基づく安全な法規制を行うこと、 

・乳幼児、子どもに対しては成人より厳しい規制を設定すること 

を要請する。 

そして、その基準は WHO の基準を下回るものであってはならない。 

2) 最先端技術を活用し、全品検査を実施すること 

現在、これほど食品の放射能汚染が問題となっているにもかかわらず、今も、食品の

全品検査が行われていない。局地的に汚染度が高い地域がある現状にも関わらず、わず

かなサンプリング、かつ全食材を対象としていないサンプリングしか行わなければ、採

取検査の網をくぐり抜けて、汚染度の高い食品が流通されることを阻止できない。また、

検査結果には、プルトニウム等のアルファ核種は公表されておらず、検査自体なされて

いない。 

HRN は、政府に対し、以下のことを要請する。 

・全国各地の農場・農園の土壌汚染および農作物や海産物などの食品の汚染調査を早急

に行うこと、土壌汚染の結果に基づき除染作業を行うこと 

・最先端技術を使い、全食材に対する全品検査を実施する体制を講ずること58  

3)  給食・影響を受ける地域の人々への安全な食糧の供給について 

子どもたちの口に、強制的に入る給食については、特別の対策が必要である。福島県

の学校では給食に福島県産の食材が使用されているが、各給食センターに、放射線量測

定器を導入し、独自に検査するか、福島以外の食材を選ぶ対策がとられるべきである。 

この点、ベラルーシでは、子どもに対する被ばく低減策のひとつとして、汚染地域

                                         
57放射性廃棄物関連―クリアランスレベルについて(原子力委員会のサイト) 

http://www.nsc.go.jp/haiki/page5/050408-2.pdf (p4） 

クリアランスレベルとは、「放射性廃棄物として扱うもの」と「放射性廃棄物として扱う必要の

ない物」を区分する放射能の基準であり、日本政府は、人の健康への影響が１年間当たり 10 マ

イクロシーベルト（0.01 ミリシーベルト）を超えないように基準を定めた。これによると、一キ

ロあたり 100 ベクレル（100 Bq/kg もしくは 0.1 Bq/g)のセシウム 134 やセシウム 137 で汚染され

た廃棄物は、放射性廃棄物として処理されなければならない。 
58東京大学アイソトープ総合センター長の児玉教授は「最先端技術を使えば、たくさんの食品の

汚染を一度に画像で判定できます。こうした分野で日本の技術は世界一です。メーカーに聞く

と３カ月でできるという。それなのに政府は何の対策も打っていない。これから、コメや海産

物の問題も出てくるでしょう。食の安全を支えるために、最新の測定装置を緊急に開発し、各

自治体に多数並べ、流れ作業で検知するといった対策が必要」と述べている。
http://mainichi.jp/select/science/news/20110808k0000m040085000c.html 

http://www.nsc.go.jp/haiki/page5/050408-2.pdf
http://mainichi.jp/select/science/news/20110808k0000m040085000c.html
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に住む就学児や生徒20万人以上に汚染されていない食事を無料で配給しているとされ、

日本政府にもこうした配慮が求められる。59  

さらに、ロシア・チェルノブイリ事故被害住民の社会的保護に関する法律18条では、

被ばく量が1mSv/年以上の地域に住む住民で居住地に留まる事を選択した者には、国際的

に確立された放射線基準値を下回り、かつ、栄養価が保障された食糧を国の責任で外部

から供給すると規定している。日本政府もこうした措置を参考にすべきである。 

 

 (7) 医療保障・健康対策について 

前出のSPEEDIによる試算値からみても、福島県の広範囲において100mSv以上の内部被

ばくが短期のうちに発生した可能性は極めて高い。60 また、既に事故処理にあたった多

くの労働者の被ばくが明らかになっている。 

チェルノブイリ事故後、旧ソ連および後継国政府は、短期的に 50mSv または長期的に

70mSv を超える被ばくをうけた人を「被ばくした者」、また事故からの放射能やその他の

影響によって健康を害した、もしくは疾病をしたと認定された人を「被災した者」と定義

し、これらの人々はすべて，国家被ばく疫学登録に登録するように定められ、すべての特

別被ばく者と特別被災者を対象に，医療支援とリハビリテーションのプログラムを実施し

た。61 また、ベラルーシでは、汚染地域住民の健康確保という観点から、疾病の危険性を

軽減するための対策が重要視され、毎年の健康診断、無償医療、無償療養、医薬品、飲料

水、汚染されていない食料の供給、医療支援、リハビリテーション、サナトリウム療養な

どを行ったと報告されている。62また、ウクライナは、子どもを対象とした効果的な被ばく

低減策が実施され、夏休み期間中の 2-3 ヶ月間、子ども達をサマーキャンプに参加させ、汚

染されていない食事を提供する等の措置が報告されている。63 

政府は、こうした事例を参考に、年間被ばく量(自然放射線を除く)が 1mSv 以上の放射

線の影響を受ける地域住民について、長期的なモニタリングと、疾病の危険性を軽減する

ための長期的な対策を講じるべきである。特に、子どもに焦点を絞った健康のケアなどを

実施すべきである。 

また、短期的に 50mSv または長期的に 70mSv を超える被ばくをうけるなど特に被ばく

が深刻であった人を一日も早く特定し、これらの人々に対する無償の医療ケアとリハビリ

テーションを行うべきである。 

                                         
59 http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di（駐米ベラルーシ

大使館のサイト） 
60 http://www.nsc.go.jp/mext_speedi/0312-0324_in.pdf 

61 http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/33/023/33023269.pdf p83 

62 http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di（駐米ベラルーシ

大使館のサイト） 
63 Nuclear Safety and the environment   Proceedings of the Workshop on restoration strategies for 

contaminated territories resulting from the Chernobyl accident, European Commission 2000, 

http://ec.europa.eu/energy/nuclear/studies/doc/other/eur18193.pdf, p84 

http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di
http://www.nsc.go.jp/mext_speedi/0312-0324_in.pdf
http://www.iaea.org/inis/collection/NCLCollectionStore/_Public/33/023/33023269.pdf　p83
http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di
http://ec.europa.eu/energy/nuclear/studies/doc/other/eur18193.pdf
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(8) 補償・生活再建のための措置 

紛争審査会は 8 月 5 日に賠償の指針を出した。審査会は、中間指針は原子力損害の「当

面の全体像」を示すもので、「本件事故が収束せず被害の拡大が見られる状況下、賠償す

べき損害として一定の類型化が可能な損害項目やその範囲を示したもの」であり、指針で

対象とならなかった損害項目も含め、迅速、公平、適正な賠償がなされるべきとする。 

今後、放射線汚染の被害を被った人々の一日も早い被害救済と生活再建のため、東京

電力は、指針に掲げられた損害項目に対する賠償を一刻も早く行うべきである。そして、

繰り返すように、避難地域外であっても、自然放射線を除き、1mSv/年を越える地域から避

難を決意し実行した住民に対しても東京電力による補償がなされなければならない。 

しかしながら、かけがえのない故郷と仕事、財産、生産手段、土地を奪われ、多大な

被害を被った人々が生活を一から再建しなければならない状況に鑑みるならば、指針に掲

げられた補償措置は十分でなく、国・東京電力はさらに包括的・総合的な補償を実施すべ

きである。指針で対象とならなかった損害項目の十分な検討がなされるべきである。 

完全な被害賠償・包括的な補償と併せて、政府には、被害を被った人々に対する包括

的な社会的支援策を実施することが求められている。 

ロシアの「チェルノブイリ事故被害住民の社会的保護に関する法律」は、年間被ばく

量が 1mSv を超える地域に住む市民で、避難者、避難の権利に基づき移住した人々には、賠

償金のほか、家屋や処分された家畜などの損失財産の補償や、移住後にあたっての一時金

の交付、転居費用の供与、優先的な就職あっせん、就職が出来ない市民に対しての就業援

助、所得補償措置などの社会的援助を受ける権利を与えている（10 条、17 条）。 

ウクライナでは、避難者、避難の権利に基づき移住した人々は、住居その他の施設、穀

物、果実用樹その他の生産手段等の財産上の損失に対して損害賠償を請求でき、サナトリ

ウムや転地治療所での無償治療、毎年の健康検査、医薬品の無償提供、療養地での治療費

用の提供、生活再建のための家等の資源の提供、水道光熱費の一部カット、優先的な教育

施設への入学許可、年金支給年齢を早める特別措置や年金加算金の支払いなどの社会的援

助が与えられている。64ベラルーシにおいても、原発事故により被害を受けた住民を保護す

るために、早期年金、年金の増額などの、様々な社会的保護及び生活再建のためのシステ

ムが構築されている。65 

今回の原発事故により、生活基盤すべてを奪われた人々の被害を真に回復するために、

政府は、日本国憲法、国際条約やチェルノブイリ事故の先例等に基づき、人権を尊重する

国として恥ずかしくない補償政策・総合的な社会的支援策を立案・実施すべきである。 

                                   以 上 

                                         
64 “The law of Ukraine on the status and social protection of the citizens who suffered as a result of the 

Chernobyl catastrophe"(1991) 
65 http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di（駐米ベラルーシ

大使館のサイト） 

http://www.usa.belembassy.org/eng/chernobyl/consequences_of_the_chernobyl_di

